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1. 概要 

熊本大学では、２００２年度に放射線業務従事者個

人管理システムのパッケージソフトを導入し、翌年度

から本格的な運用を開始した。現在の放射線業務従事

者数は約２千人であり、この放射線業務従事者の個人

管理を所属部局１０部局分、アイソトープ施設４施設

分、健康管理部局２部局分、産業医２名分の１８クラ

イアントで行っている。 

本システムは、web データベース型のものであり、

学内 LAN を介して放射線業務従事者個人情報をリア

ルタイムに収集・閲覧・分析できるのが最大の特徴で

ある。 

今回は、このシステムを運用する中での課題について報告する。 

 

2. 課題及び方策 

① データベースを最新の状態に保つためのデー 

 タソース収集方法の検討 

  このシステムでのデータソース収集は、登録施 

 設毎に当該施設への登録申請者の個人情報を 1件 

 ずつ入力する方法と例えば所属講座単位毎の個 

 人情報を一括入力する方法が用意されていたが 

 いずれの方法も、データ作成時において多大な労 

 力が必要であり、リアルタイムでのデータソー 

 スの収集が困難な状況が続いている。そこで、登 

 録申請者が本システムとは別に設置した web サ 

 ーバに直接アクセスして個人情報を入力するこ 

 とで、データソースを円滑に収集できる環境を構 

 築することを考えた。 

  また、教育訓練受講に係るデータ登録作業についても仕様は１件ずつの手作業による入力作業で 

 あったが、受講者の氏名等の一部のデータを事務部側で入力してもらい、このデータと本システム 

 内のデータベースを連結させることによりデータ登録作業を一括で行えるようにした。 

  今後は、これに加えて、web 版教育訓練システムとの連携を図ることで一層の省力化とリアルタ 

 イムでのデータソースの収集を実現できると考える。 



図３ 健康診断個人票（電離則対応） 

図４ 被ばく線量の統計資料 

② 国立大学法人化に伴う労働基準法への対応 

  平成１６年度の国立大学法人化に伴って、新し 

 く労働基準法で定める「電離放射線健康診断個人 

 票」及び「電離放射線健康診断結果報告書」の作 

 成が必要となり、それぞれの帳票作成に関する仕 

 様を検討し、「電離放射線健康診断個人票」と「電 

 離放射線健康診断結果報告書用のデータ」を表示 

 及び印刷できるように改良した。 

 

③ パッケージソフトに用意されていない帳票の 

 出力方法の検討 

  例えば、本システムに用意されていない帳票の 

 一つとして、被ばく線量統計表がある。 

  本学の放射線業務従事者の被ばく線量は、その 

 ほとんどが年間５mSv 未満である。健康診断のう 

 ち検査を省略するためには、前年度の被ばく線量 

 を判断資料として医師に提出する必要があるが、 

 この帳票がシステムに用意されていなかったため、 

 本システムのデータベースを CSV 形式で出力し、 

 これを MS-EXCEL 上で加工することにより前年 

 度の取扱状況（被ばく測定回数）及び被ばく線量 

 の統計資料を作成した。この方法を応用すること 

 でシステム改造費用等のコストをかけずに必要 

 な帳票を作成でき各種分析が可能になることを 

 確認した。 

 

3. 今後の方針 

放射線安全管理におけるコンプライアンス違反が生

じないように、かつ、円滑なシステムの運用ができる

ように引き続き運用状況を見守るとともに、web 版教

育訓練受講システムや個人管理システムの充実を図っ

て行く。 

また、本システムには、約１万件の個人情報が保管されているため、情報セキュリティレベルの向上

と、システム障害時の速やかな復旧のためのミラーリングサーバの設置等についても検討する必要があ

ると考える。 

さらに、システムを運用するのは、「人」であるため、このシステムの利用者に対して十分な説明を

施すことが重要であると考える。速やかな説明会の開催に向けて関係部署との協議を行う予定である。 

 

 


